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(54) Title: DISPOSABLE DIAPER

(54) 発 明の名称 ：使 い捨 ておむつ

(57) Abstract: A stretchable section (8) conngured to include a plurality of elastic memoers (81) oi identical fineness (a fineness of
450 dtex or less) arranged in an elongated state between a top sheet and backsheet (2), (3) forms on a dorsal section (A) a lower
stretchable section (8A1) in an absorber arrangement region (Al) and an upper stretchable section (8A2) in an absorber non-arrange -
ment region (A2). The elastic members (81) of the lower stretchable section (8A1) have a non-stretchable section (82) at a portion
overlapping with an absorber (4). The upper stretchable section (8A2) has a lesser stretching force than that of the lower stretchable
section (8A1). Upper and lower ends (60p), (60q) of a tape base (60) are positioned in the vicinity of respectively corresponding out
ermost or innermost first imaginary straight lines (Vlp), (Vlq), and a major part of the tape base (60) i s present in a region sand
wiched by the two imaginary straight lines (Vlp), (Vlq). A major part of a tape holding section (61) i s present in a region sand-
wichea by two second imaginary straight lines (V2), (V2).

(57) 要約：
[続葉有]



添付公開書類：

- 国際調査報告 （条約第 2 1条 (3))

背側部 （A ) に、表裏 面 シー ト （2 ) , ( 3 ) 間 に伸長状態 で配 され た複 数の 同一繊度 （繊度 4 5 0
d t e x 以下）の弾性部材 （8 1 ) を含ん で構 成 され た伸縮部 （8 ) が 、吸収体配置領域 （A ) に お
いて下部伸 縮部 （8 A 1 ) 、 吸収 体 非配 置領 域 （A 2 ) に お いて上部 伸 縮部 （8 A 2 ) を形成 して い
る。下部伸縮部 （8 A 1 ) の弾性部材 （8 1 ) は、吸収体 （4 ) と重 な る部分 に非伸縮部 （8 2 ) を有
して い る。上部 伸縮 部 （8 A 2 ) は下部 伸縮 部 （8 A 1 ) に比 して伸 縮 力が 小 さい。テー プ基 部 （6
0 ) の 上下 端部 （6 0 P ) , ( 6 0 q ) は、 それ ぞれ 、対応 す る最外 方 あるいは最 内方 第 1 仮 想 直線
( V ) , ( V q ) の 近傍 に位 置 し、且 つ テ ー プ基 部 （6 0 ) の 主 要 部 は 、 両仮 想 直線 （V 1

ρ ) , ( V q ) に挟 まれ た領域 に存在 してい る。テー プ把持部 （6 1 ) の主要部 は、 2 本の第 2 仮想
直線 （V 2 ) , ( V 2 ) に挟 まれ た領域 に存在 している。



明 細 書

発明の名称 ：使い捨ておむつ

技術分野

[0001 ] 本発明は、使い捨ておむつに関する。

背景技術

[0002] 従来、表面シ一 卜、裏面シ一 卜及び両シ一 卜間に介在された吸収体を具備

し、腹側部、股下部及び背側部を長手方向に有する本体を備え、該背側部の

左右両側縁部に一対のファスニングテ一プが設けられており、該ファスニン

グテープの止着部を、該本体の非肌対向面に設けられたランディングテープ

に止着 して着用者に装着するようになされている、いわゆる展開型の使い捨

ておむつが知られている。

[0003] 展開型の使い捨ておむつに関し、特許文献 1 には、後身頃 （背側部）のゥ

エス 卜部及び/ 又は胴周り部に、水平方向 （本体幅方向）に沿って複数の弾

性部材が配された展開型の使い捨ておむつの改良技術が記載されている。特

許文献 1 に記載の技術は、複数の前記弾性部材の配設領域を、該弾性部材の

伸縮方向の中央部領域部分とその両側に位置する端部領域部分とに分け、該

中央部領域部分にデザィンを外部から視認可能に配置すると共に、該端部領

域部分に、該中央部領域部分のデザインとは異なる他のデザィンを外部から

視認可能に配置するというもので、より具体的には、相対的に該端部領域部

分における該弾性部材の伸縮状態を該中央部領域部分におけるそれよりも強

調することにより、該弾性部材による伸縮性や伸縮範囲を視覚的に強調 し、

背側部のウェス 卜部及び/ 又は胴周り部の伸縮性ゃフィッ卜性について、着

用者に実際以上に優れたものであるとの印象を与えることを意図している。

先行技術文献

特許文献

[0004] 特許文献 1 ：特開 2 0 0 8 _ 1 8 3 3 3 号公報

発明の概要



発明が解決しょうとする課題
[0005] 特許文献 1 に記載の使い捨ておむつは、ファスニングテープの配置位置が

複数の前記弾性部材の配設領域との関係において適切でないため、着用時に

おいて、背側部のウエスト部 （本体における背側部側の長手方向端部及びそ

の近傍）が、着用者の肌から離れる方向にめくれ易く、ウエスト周りのフィ

ッ卜性に劣る。また、このようなウエスト周りのめくれが生じると、そのめ

くれ部分が、おむつの上の着衣に引つかかり、それによつておむつがずれ落

ちるおそれがある。そもそも、特許文献 1 に記載の使い捨ておむつは、ゥェ

スト周りのめくれとは無関係に、着用中にずれ落ち易いものであり、ウェス

卜周りのフィッ卜性やずれ落ち防止の点で改良の余地がある。

課題を解決するための手段
[0006] 本発明は、表面シ一卜、裏面シ一卜及び両シ一卜間に介在された吸収体を

具備し、背側部、股下部及び腹側部を長手方向に有する本体を備え、該背側

部の左右両側縁部に一対のファスニングテ一プが設けられている使い捨てお

むつであって、前記背側部は、前記吸収体の前記股下部からの延出部が存す

る吸収体配置領域と、該延出部が存していない吸収体非配置領域とを前記長

手方向に有しており、前記背側部に、前記表面シ一卜と前記裏面シ一卜との

間に伸長状態で配された複数の同一繊度の弾性部材を含んで構成された伸縮

部が、前記吸収体配置領域と前記吸収体非配置領域とに亘り設けられており

、該伸縮部は、該吸収体配置領域において下部伸縮部、該吸収体非配置領域

において上部伸縮部をそれぞれ形成しており、該下部伸縮部及び該上部伸縮

部それぞれに該弾性部材が複数配されており、前記伸縮部を構成する複数の

前記弾性部材は、繊度4 5 0 d t e x 以下であり、該弾性部材の伸縮方向を

前記長手方向と直交する前記本体の幅方向に一致させて該長手方向に間欠的

に配されており、前記下部伸縮部に配された前記弾性部材は、前記吸収体の

前記幅方向の外方の一方側から該吸収体を横断して他方側に延び且つ該吸収

体と重なる部分に、該弾性部材の伸縮性の発現が抑制された非伸縮部を有し

ており、前記上部伸縮部は、前記下部伸縮部に比して伸縮力が小さくなされ



ており、前記ファスニングテープは、前記本体と接合されるテープ基部と、

該テープ基部に連接され該本体の幅方向外方に延出するテープ把持部とを含

んで構成されており、該テープ把持部は、該テープ基部に比して前記長手方

向の長さが短く、前記伸縮部を構成する複数の前記弾性部材のうち、前記長

手方向の最外方に位置する弾性部材と一致して前記幅方向に延びる最外方第

1仮想直線を引くと共に、該長手方向の最内方に位置する弾性部材と一致し

て該幅方向に延びる最内方第 1仮想直線を引いた場合、前記テープ基部の前

記長手方向の外方側に位置する上端部は、前記最外方第 1仮想直線の近傍で

且つそれよりも該長手方向の内方に位置するか、又は該最外方第 1仮想直線

よりも該長手方向の外方に位置し、また、前記上端部とは反対側に位置する

前記テープ基部の下端部は、前記最内方第 1仮想直線の近傍で且つそれより

も該長手方向の外方に位置するか、又は該最内方第 1仮想直線よりも該長手

方向の内方に位置し、且つ前記テープ基部の主要部は、前記最外方第 1仮想

直線と前記最内方第 1仮想直線とに挟まれた領域に存在し、前記下部伸縮部

に配された複数の前記弾性部材のうち、前記長手方向の最外方及び最内方に

位置する弾性部材それぞれと一致して前記幅方向に延びる2 本の第 2 仮想直

線を引いた場合、前記テープ把持部の主要部は、 2 本の該第 2 仮想直線に挟

まれた領域に存在している使い捨ておむつを提供するものである。

発明の効果
[0007] 本発明の使い捨ておむつは、ウエスト周りのフィット性に優れ、着用中に

ずれ落ちし難い。

図面の簡単な説明

[0008] [ 図1]図 1は、本発明の使い捨ておむつの一実施形態を模式的に示す図であり

、各部の弾性部材を伸長させて平面状に拡げた展開状態を示す肌対向面側 （

表面シート側）の一部切欠平面図である。

[図2]図2 は、図 1の I _ I 線断面 （幅方向の断面）を示す模式断面図である

[図3]図3 は、図 1の I I _ I I 線断面 （幅方向の断面）を示す模式断面図で



ある。

[ 図4] 図 4 は、 図 1 に示す使 い捨 ておむつにおける伸縮部 の構成 を説明するた

めの図である。

発明を実施するための形態

[0009] 本発 明は、 ウエス ト周 りの フィッ ト性 に優れ、着用中にずれ落ち し難 い使

い捨 ておむつに関する。

[001 0] 以下、本発明の使 い捨 ておむつについて、 その好 ま しい一実施形態基づ き

図面 を参照 しなが ら説明する。本実施形態のおむつ 1 は、 図 1 〜図 3 に示す

ように、表面 シ一 卜2 、裏面 シ一 卜3 及び両 シ一 卜2 ， 3 間 に介在 された吸

収体 4 を具備 し、背側部 A 、股下部 B 及び腹側部 C を長手方向に有 する本体

0 を備 え、背側部 A の左右両側縁部 に一対の ファスニ ングテー プ 6 ， 6 が

設 け られてお り、 いわゆる展開型の使 い捨 ておむつである。

[001 1] 更 に説明すると、本体 1 0 は、肌対向面 を形成 する液透過性 の表面 シ一 卜

2 、非肌対向面 を形成 する液不透過性 ない し撥水性 （以下、 これ らを総称 し

て液不透過性 とい う）の裏面 シ一 卜3 、及び両 シ一 卜2 ， 3 間 に配置 された

液保持性 の吸収体 4 を具備 し、一方向 （図中の X 方向） に長 く縦長 に形成 さ

れている。表面 シ一 卜2 、裏面 シ一 卜3 及び吸収体 4 は、何れ も、一方向 X

に長 い縦長の形状 を有 している。表面 シ一 卜2 及び裏面 シ一 卜3 は、 それぞ

れ、 吸収体 4 よ りも大 きな寸法 を有 し、 吸収体 4 の周縁 か ら外方 に延 出 して

いる。表面 シ一 卜2 は、 図 2 に示すように、 その幅方向 Y の寸法が、裏面 シ

- 卜3 の幅方向 Y の寸法 よ りも小 さ くな っている

[001 2] 背側部 A は、着用時 に着用者 の背側 に配 され る部分であ り、股下部 B は、

着用時 に着用者 の股下の配 され る部分であ り、腹側部 C は、着用時 に着用者

の腹側 に配 され る部分である。背側部 A 、股下部 B 及び腹側部 C は、 それぞ

れ、 図 1 に示す如 き本体 1 0 ( おむつ 1 ) の展開状態 において本体 1 0 を長

手方向 X に略 3 等分 した場合の各領域 に相 当する。股下部 B は、着用時 に着

用者 の排泄部 に対向配置 され る排泄部対向部 を含んでお り、本体 1 0 ( おむ

つ 1 ) の長手方向 X の中央部 に位置 している。本体 1 0 ( おむつ 1 ) は、 図



1 に示すように、股下部 B の長手方向 X に沿 う両側縁 が内向 きの円弧状 に湾

曲 してお り、 図 1 に示す如 き平面視 において、長手方向 X の中央が内方 に括

れた砂時計状 の形状 を有 している。

[001 3] 本 明細書 において、長手方向 （図中の X 方向）は、使 い捨 ておむつ又 はそ

の構成部材 （吸収体 4 、本体 1 0 等）の長辺 に沿 う方向であ り、幅方向 （図

中の Y 方向）は、該長手方向 と直交する方向である。 また、肌対向面 は、使

い捨 ておむつ又 はその構成部材 における、使 い捨 ておむつの着用時 に着用者

の肌側 に向け られ る面であ り、非肌対向面 は、使 い捨 ておむつ又 はその構成

部材 における、使 い捨 ておむつの着用時 に肌側 とは反対側 （着衣側） に向け

られ る面である。

[0014] 吸収体 4 は、平面視 して略矩形形状 を有 し、 その長手方向を本体 1 0 の長

手方向 X に一致 させて、本体 1 0 の幅方向 Y の中央部 に配置 されてお り、 図

1 に示すように、股下部 B の長手方向 X の全長 に亘 り、更 に、背側部 A 及び

腹側部 C それぞれ に延 出 している。背側部 A は、 吸収体 4 の股下部 B か らの

延 出部 4 が存 する吸収体配置領域 A と、延 出部 4 が存 していない吸収

体非配置領域 A 2 とを長手方向 X に有 している。 吸収体非配置領域 A 2 は、

本体 1 0 の背側部 A 側 の長手方向一端 1 0 a と吸収体 4 (延 出部 4 1 ) の背

側部 A 側 の長手方向一端 4 a との間に位置する領域 である。

[001 5] 図 1 〜図 3 に示すように、本体 1 0 の長手方向 X に沿 う両側部 には、一対

の立体 ギャザー及び一対の レッグギャザーが、 それぞれギャザー形成用弾性

部材 を長手方向 X に伸長状態で配設することによって形成 されている。即 ち

、本体 1 0 の長手方向 X に沿 う両側部 それぞれ には、一側縁部 に糸状 の 1 本

又 は複数本 （本実施形態では 2 本）の立体 ギャザー形成用弾性部材 5 が伸

長状態で固定 されているサイ ドシ一 卜5 が配 されてお り、着用時 において少

な くとも股下部 B には、一対の立体 ギャザーが形成 され る。 また、着用者 の

脚周 りに配 され る左右の レッダ部 におけるサイ ドシ一 卜5 と裏面 シ一 卜3 と

の間には、糸状 の 1 本又 は複数本 （本実施形態では 2 本）の レッダギヤザ一

形成用弾性部材 5 2 が長手方向 X に沿 って伸長状態で固定 されてお り、着用



時 において前記 レッグ部 には、該弾性部材 5 の収縮 によ り、 一対 の レッグ

ギ ャザーが形成 され る。 一対 のサ イ ドシ一 卜5 ， 5 、表面 シ一 卜2 、 吸収体

4 、 ギ ヤザ一形成 用弾性部材 5 1 ， 5 2 及び裏面 シ一 卜3 は、 ホ ッ 卜メリレ卜

型接着剤等 の公知 の接合手段 によ り互 いに接合 されている。

[001 6] 本 体 1 0 の背側部 A の長手方 向 X に沿 う左右両側縁部 には、 一対 の フ ァス

ニ ングテー プ 6 ， 6 が設 け られている。 フ ァスニ ングテー プ 6 は、 図 1 及び

図 3 に示 す よ うに、本体 1 0 (後 述 す る伸縮部 8 のシー ト材 8 0 ) と接 合 さ

れ るテー プ基部 6 0 と、 テー プ基部 6 0 に連接 され本体 1 0 の幅方 向 Y の外

方 に延 出す るテー プ把持部 6 とを含 んで構成 されている。 テー プ把持部 6

の肌対 向面 には、機械 的面 フ ァスナーの才 ス部材 か らな る止着部 6 a が

取 り付 け られている。 図 1 に示 す よ うに、 テー プ把持部 6 1 は、 テー プ基部

6 0 に比 して長手方 向 X の長 さが短 い。 尚、 ここでい う 「長手方 向の長 さ」

は、 テー プ基部 6 0 及びテー プ把持部 6 それ ぞれの長手方 向 X の最大長 さ

を意味す る。

[001 7] また、本体 1 0 の腹側部 C の非肌対 向面 には、 テー プ把持部 6 1 (止着部

6 1 a ) を止着可能 な ラ ンデ ィングテー プ 7 が設 け られている。 ラ ンデ イン

グテー プ 7 は、裏面 シ一 卜3 の非肌対 向面 に、機械 的面 フ ァスナーの メス部

材 を公知 の接合手段 （例 えば、接着剤 や ヒー トシール等）で接合 固定 して形

成 されてお り、 フ ァスニ ングテー プ 6 のテー プ把持部 6 を着脱 自在 に止着

可能 であ る。

[001 8] 図 1 、 図 3 及び図 4 に示 す よ うに、背側部 A には、表面 シ一 卜2 と裏面 シ

— 卜3 との間 に伸長状態 で配 された複数 の同一繊度 の弾性部材 8 を含 んで

構成 された伸縮部 8 が、 吸収体配置領域 A 1 と吸収体非配置領域 A 2 とに亘

り設 け られてお り、伸縮部 8 は、 吸収体配置領域 A 1 において下部伸縮部 8

A 、 吸収体非配置領域 A 2 において上部伸縮部 8 A 2 をそれ ぞれ形成 して

いる。 下部伸縮部 8 A 及び上部伸縮部 8 A それ ぞれ に弾性部材 8 が複

数配 されている。複数 の弾性部材 8 はその伸縮方 向 を本体 1 0 の幅方 向 Y

に一致 させて本体 1 0 の長手方 向 X に間欠的 に配 されている。 図 1 及び図 4



に示すように、本実施形態 においては、伸縮部 8 は、背側部 A における幅方

向 Y の長 さが最大である最大幅部分 A 3 に設 け られている。本実施形態 にお

ける背側部 A の最大幅部分 A 3 は、 図 1 及び図 4 に示すように、本体 1 0 の

背側部 A 側 の長手方向一端 1 0 a を含む平面視矩形形状 の領域 である。

[001 9] 伸縮部 8 を構成 する複数 の弾性部材 8 は、繊度 （太 さ）が 4 5 0 d t e

x 以下、好 ま しくは 1 5 0 d t e x 以上 4 5 0 d t e x 以下、更 に好 ま しく

は 3 0 0 d t e x 以上 4 0 0 d t e x 以下である。弾性部材 8 と して この

ような比較 的太 さの細 いものを用いることによ り、着用者 の ウェス 卜部 を過

度 に締め付 けずにおむつ 1 をフイツ 卜させ ることがで き、伸縮部 を構成 する

弾性部材 による跡付 きが効果的に抑制 され る。本実施形態 においては、複数

の弾性部材 8 1 は、繊度 のみな らず、長 さ （伸縮方向の長 さ） も互 いに同一

である。複数 の弾性部材 8 の繊度 が互 いに同一であると、 これ らが互 いに

異 なる場合 に比 して、製造 コス ト、加工性 の点で有利である。

[0020] 本実施形態 においては、伸縮部 8 は、複数 の弾性部材 8 に加 えて、表面

シ一 卜2 と裏面 シ一 卜3 との間に配 されたシ一 卜材 8 0 を含んで構成 されて

お り、複数 の弾性部材 8 1 は、 シ一 卜材 8 0 に伸長状態で固定 されている。

よ り具体的には、本実施形態 における伸縮部 8 は、 同形状 （矩形形状）で同

寸法の 2 枚 のシ一 卜材 8 0 ， 8 0 を含んで構成 されてお り、複数 の弾性部材

8 1 は、重ね合わ された 2 枚 のシ一 卜材 8 0 ， 8 0 間 に、 ホ ッ トメル ト型接

着剤等の公知の接合手段 によ り伸長状態で挟持固定 されている。 2 枚 のシ一

卜材 8 0 ， 8 0 は、 それぞれ、対向する表面 シ一 卜2 又 は裏面 シ一 卜3 に公

知の接合手段 によ り接合 されている。複数 の弾性部材 8 1 は、 それぞれ、 シ

- 卜材 8 0 の幅方向 Y の全長 に亘 つて延びている。

[0021 ] 本実施形態 においては、伸縮部 8 (シ一 卜材 8 0 ) は、 図 3 に示すように

、テー プ基部 6 0 に公知の接合手段 によ り接合 されてお り、一対の ファス二

ングテー プ 6 ， 6 とその間に位置する伸縮部 8 とは一体化 されている。従 つ

て、一対の ファスニ ングテー プ 6 ， 6 それぞれのテー プ把持部 6 1 を指等で

把持 して幅方向 Y の外方 に引 っ張 ると、 それ に連動 して、伸縮部 8 が幅方向



Y に伸長する。伸縮部 8 を構成する弾性部材 8 1 の幅方向Υ の両端部は、図

に示す如き平面視においてテープ基部 6 0 と重なっている。

[0022] 図 1、図 3 及び図4 に示すように、下部伸縮部 8 A 1 (伸縮部 8 における

吸収体配置領域 A に位置する部分）に配された弾性部材 8 は、吸収体 4

の幅方向Y の外方の一方側から吸収体 4 を横断 して他方側に延び且つ吸収体

4 と重なる部分 （吸収体 4 の非肌対向面と対向する部分）に、該弾性部材 8

の伸縮性の発現が抑制された非伸縮部 8 を有 している。下部伸縮部 8 A

(吸収体配置領域 A 1 ) に配された弾性部材 8 1 は、部分的に伸縮性の発

現が抑えられており、非伸縮部 8 2 は伸縮 しないが、それ以外の他の部分 （

吸収体 4 の幅方向Y の外方に位置する部分）は伸縮する。また、下部伸縮部

8 A (吸収体配置領域 A ) に配された弾性部材 8 において、非伸縮部

8 2 以外の他の部分、即ち、非伸縮部 8 2 を挟んで幅方向Y の一方側及び他

方側に存する部分は、それぞれ、その幅方向Y の内方側の端部が吸収体 4 と

重なっている （図 3 及び図4 参照）。

[0023] 一方、上部伸縮部 8 A 2 (伸縮部 8 における吸収体非配置領域 A 2 に位置

する部分）に配された弾性部材 8 1 は、図 1及び図4 に示すように、背側部

A (最大幅部分A 3 ) の幅方向Y の一端側から他端側に向かって連続的に延

びており、その全体に亘つて本来有する伸縮性を発現可能になされている。

[0024] 本実施形態においては、下部伸縮部 8 A 1 (吸収体配置領域 A 1 ) の弾性

部材 8 1 を、 2 枚のシ一 卜材 8 0 ， 8 0 間に挟持するときに、図 1 に示す如

き平面視において吸収体 4 と重なる部分の少なくとも一部 （該部分の幅方向

Y の中央部）を、伸縮 しないような態様で両シ一 卜材 8 0 ， 8 0 に固定 し、

そうすることによって該一部を非伸縮部 8 2 としている。弾性部材 8 が伸

縮性を発現 しないようにする方法 （非伸縮部 8 2 の形成方法）としては、こ

の種の使い捨ておむつにおいて通常用いられている方法を特に制限無 く用い

ることができ、例えば、弾性部材 8 1 を細かく分断 して伸縮 しないようにす

る方法、あるいは接着剤等を用いた接合によって弾性部材 8 が伸縮 しない

ようにする方法等が挙げられる。



[0025] このように、弾性部材 8 が吸収体 4 と重なる部分に非伸縮部 8 2 を有 し

ていることにより、吸収体 4 に縦皺を生 じさせることなく吸収体 4 の長手方

向X の端部を着用者の臀部に沿わせることが可能となり、それによつて、漏

れが防止されることに加えて更に、吸収体 4 に生 じた皺の頂部が肌に当たる

ことに起因する跡付き等の不都合が防止される。斯かる作用効果をより確実

に奏させるようにする観点から、吸収体 4 の幅方向Y の長さW 5 (図4 参照

) に対する非伸縮部 8 2 の幅方向Y の長さW 6 (図4 参照）の割合 （長さW

6 / 長さ 5 ) は、好ましくは 7 0 %以上 9 5 %以下、更に好ましくは 8 0

%以上 9 0 %以下である。吸収体 4 の長さ （幅）W 5 及び非伸縮部 8 2 の長

さ （幅）W 6 は、それぞれ、当該部分における幅方向Y の長さが最大の部分

の、幅方向Y の長さを意味する。

[0026] また、このように非伸縮部 8 2 の幅W 6 を吸収体 4 の幅W 5 よりも狭 くす

ることによって、弾性部材 8 の非伸縮部 8 2 以外の他の部分の幅方向Y の

内方側の端部が、吸収体 4 の長手方向X に沿う側部に固定され、それによつ

て、背側部 A において吸収体 4 とファスニングテープ6 とが弾性部材 8 を

介 して幅方向Y に連なり、背側部 A 全体として幅方向Y に伸縮性を有するよ

うになる。そして、おむつ 1 を着用する際に、常法通り、背側部 A のファス

ニングテープ6 のテープ把持部 6 を、腹側部C の吸収体 4 の延出部 4 と

重なるランディングテープ7 に止着すると、着用者の胴周りに、伸縮部 8 及

びファスニングテープ6 (伸縮性を有する背側部 A ) 並びにランディングテ

—プ7 からなる、ベル ト状装着部が形成されることになり、斯かるベル ト状

装着部の作用によって、吸収体 4 の長手方向X の前後端部が着用者の身体に

しっかりと固定され、着用中に吸収体 4 が排泄物を吸収 して重量が増 した場

合でも、おむつ 1 がずれ落ち難いという効果が奏される。

[0027] 伸縮部 8 (下部伸縮部 8 A 1、上部伸縮部 8 A 2 ) の伸縮力は、前記ベル

卜状装着部による作用効果 （吸収体 4 が排泄物を吸収 した際の重みを支えて

おむつ 1 がずれ落ち難いようにする）をより確実に奏させるようにする観点

から決定されるところ、吸収体非配置領域 A に位置する上部伸縮部 8 A 2



については、おむつ 1 のずれ落ち防止を重視 した強力な伸縮力よりも、おむ

つ 1 の長手方向X の端部を身体に柔軟にフィッ 卜させ得る程度の伸縮力を有

することが重要である。斯かる観点か ら、本実施形態においては、上部伸縮

部 8 A 2 は、吸収体配置領域 A に位置する下部伸縮部 8 A に比 して伸縮

力が小さくなされており、それによつて、おむつ 1 の着用時において吸収体

4 が身体に しっか りと固定されるようになると共に、おむつ 1 の長手方向X

の端部が身体に柔軟にフイツ 卜するようにな り、それによつて該端部か らの

漏れが効果的に防止される。

[0028] 下部伸縮部 8 A 1 の伸縮力は、好ま しくは 1 . O N 以上 6 . O N 以下、更

に好ま しくは 1 . 5 N 以上 4 . O N 以下であ り、上部伸縮部 8 A 2 の伸縮力

は、好ま しくは 0 . 5 N 以上 3 . O N 以下、更に好ま しくは 0 . 8 N 以上 2

. 5 N 以下である。下部伸縮部 8 A の伸縮力と上部伸縮部 8 A 2 の伸縮力

との比 （下部伸縮部 8 A 上部伸縮部 8 A 2 ) は、好ま しくは 1 . 2 以上

5 . 0 以下、更に好ま しくは 1 . 5 以上 3 . 0 以下である。伸縮部 8 の各部

の伸縮力は次のように して測定される。

[0029] < 伸縮力の測定方法>

おむつか ら測定対象部分 〔上部伸縮部 8 A 2 及び下部伸縮部 8 A (図 4

参照）に相当する部分〕を切 り出 して測定サンプル とする。測定にはテンシ

ロン引張試験機 〔型番 ；R T A — 1 0 0 ， （株）オ リエンテ ック社製〕を用

し、、初期チャック間距離を、測定対象部分 （背側部 A ) のおむつ幅方向の自

然長 （弾性部材を伸長させない自然状態における長さ）か ら5 0 m m を減 じ

た長さとし、測定サンプルのおむつ長手方向に沿 う左右両側縁部における、

ウエス ト部弾性部材 （弾性部材 8 1 ) が配された部位の左右両側に位置する

部分を、それぞれチャックに挟む。 こうしておむつ幅方向の両端がチャック

に挟 まれた測定サンプルを、 クロスへ ッ ド移動速度 3 0 0 m m / m i n の条

件で、おむつの幅方向の自然長 （表面シ一 卜2 又は裏面シ一 卜3 の自然長）

か ら2 0 m m減 じた長さまで引っ張 って伸長させ、そのときの引張荷重を当

該測定サンプルの伸縮力とする。



[0030] 前述 したように、伸縮力に関 して上部伸縮部 8 A 2 < 下部伸縮部 8 A な

る大小関係 を成立 させる方法 と しては、例 えば、 1 ) 上部伸縮部 8 A に配

される弾性部材 8 の伸長率 を、下部伸縮部 8 A に配 される弾性部材 8

の伸長率 よ りも小さ くする方法 （下部伸縮部 8 A に配 される弾性部材 8

を、上部伸縮部 8 A 2 に配 される弾性部材 8 1 よ りもよ り伸長 させた状態で

固定する方法）、 2 ) 上部伸縮部 8 A 2 の弾性部材 8 1 の数 を下部伸縮部 8

A の弾性部材 8 の数 よ りも少な くする方法等が挙 げ られ、 これ らの方法

は単独で採用 しても良 く、適宜組み合わせて採用 しても良い。 また、伸縮部

8 (下部伸縮部 8 A 1 、上部伸縮部 8 A 2 ) に配 される弾性部材 8 1 は、 そ

の伸長率が 2 0 % 以上、特 に 3 0 % 以上 1 2 0 % 以下の範囲 となるように配

されることが好 ま しい。 ここで、伸長率 は、 自然長 に対する、伸長 されて増

加 した分の長 さの割合であ り、例 えば、 自然長 1 0 c m のものを 2 0 c m に

伸長 させた場合、 その伸長率 は 1 0 0 〔= 1 0 / ( 2 0 _ 1 0 ) 〕％ とされ

る。 尚、本実施形態 においては、前述 したように、伸縮部 8 に配 される複数

の弾性部材 8 は互いに繊度が同一であることが必須であるので、下部伸縮

部 8 A 1 と上部伸縮部 8 A 2 とで繊度の異なる弾性部材 を用いる方法は採用

で きない。

[0031 ] 図 4 に示すように、伸縮部 8 を構成する複数の弾性部材 8 1 の うち、長手

方向 X の最外方 に位置する弾性部材 8 と一致 して幅方向 Y に延びる最外方

第 1 仮想直線 V 1 p を引 くと共 に、長手方向 X の最内方 に位置する弾性部材

8 と一致 して幅方向 Y に延びる最内方第 1 仮想直線 V 1 q を引いた場合、

i ) テープ基部 6 0 の長手方向 X の外方側 に位置する上端部 6 0 p は、最外

方第 1 仮想直線 V 1 p の近傍で且つそれよ りも長手方向 X の内方 （図 4 では

下方）に位置するか、又は最外方第 1 仮想直線 V 1 p よ りも長手方向 X の外

方 （図 4 では上方）に位置 し、 また、 ί ί ) 上端部 6 0 ρ とは反対側 に位置

するテープ基部 6 0 の下端部 6 0 q (テープ基部 6 0 の長手方向 X の内方側

に位置する端部）は、最内方第 1 仮想直線 V 1 q の近傍で且つそれよ りも長

手方向 X の外方 （図 4 では上方）に位置するか、又は最内方第 1 仮想直線 V



q よりも長手方向X の内方 （図4 では下方）に位置 している。従って、テ

—プ基部 6 0 の長手方向X の長さW 1 (即ち上端部 6 0 p と下端部 6 0 q と

の離間距離）は、最外方第 1仮想直線 V と最内方第 1仮想直線 V q と

の離間距離 L 1 に略等 しいか、又は離間距離 L 1 を越す長さとなる。ここで

、テープ基部 6 0 の長さW 1 は、テープ基部 6 0 における長手方向X の長さ

が最大の部分の、長手方向X の長さを意味する。また、 「長さW 1 は、離間

距離 し に略等 しいか、又は離間距離 L を越す長さとなる」とは、離間距

離 し に対する長さW の割合 （長さW / 離間距離 L ) が 7 0 %以上 1

1 0 %以下の範囲にあることを意味 し、該割合は、好ましくは 7 5 %以上 1

0 0 %以下、更に好ましくは 8 0 %以上 1 0 0 %以下である。

[0032] このように、テープ基部 6 0 の上下端部 6 0 p， 6 0 q が、それぞれ、対

応する第 1仮想直線 V 1 p，V 1 q の近傍に位置することにより、伸縮部 8

(下部伸縮部 8 A 、上部伸縮部 8 A 2 ) を構成する複数の弾性部材 8 の

全体的な収縮力を、テープ基部 6 0 に連ねることが可能となり、それによつ

て伸縮部 8 による作用効果 （前記ベル ト状装着部による作用効果）がより一

層効果的に奏されるようになる。換言すれば、伸縮部 8 による作用効果の観

点からは、伸縮部 8 を構成する複数の弾性部材 8 1 が存在する範囲に、テー

プ基部 6 0 の上下端部 6 0 p， 6 0 q がおおよそ存在 していれば良く、上下

端部 6 0 p， 6 0 q は、弾性部材 8 の伸縮力を阻害 しない範囲で、 2 本の

第 1仮想直線 V , V q に挟まれた領域の外方に存在 していても構わな

い。

[0033] また、本実施形態においては、前記 ί ) 及び ί ί ) に加えて更に、 ί ί ί

) テープ基部 6 0 の主要部は、最外方第 1仮想直線 V 1 ρ と最内方第 1仮想

直線 V 1 q とに挟まれた領域に存在 している。ここで、 「テープ基部の主要

部」とは、テープ基部 6 0 の長手方向X の中心を含み且つテープ基部 6 0 の

全面積の半分以上を占める、テープ基部中心領域である。テープ基部 6 0 の

主要部が、 2 本の第 1仮想直線 V 1 p，V 1 q に挟まれた領域に存在 してい

ることにより、テープ基部 6 0 に対 して伸縮部 8 を構成する複数の弾性部材



8 の収縮力のレスポンスが良好となり、伸縮部 8 による作用効果 （前記べ

ル 卜状装着部による作用効果）がより一層効果的に奏されるようになる。

[0034] また、本実施形態においては、図4 に示すように、 ί V ) 下部伸縮部 8 Α

1 に配された複数の弾性部材 8 1 のうち、長手方向X の最外方及び最内方に

位置する弾性部材 8 , 8 それぞれと一致 して幅方向Υ に延びる2 本の第

2 仮想直線 V 2 ，V 2 を引いた場合、テープ把持部 6 1 の主要部は、 2 本の

第 2 仮想直線 V 2 ，V 2 に挟まれた領域に存在 している。 2 本の第 2 仮想直

線 V 2 ，V 2 のうちの長手方向X の最内方に位置するものは、最内方第 1仮

想直線 V 1 q と同一である。ここで、 「テープ把持部の主要部」とは、テ一

プ把持部 6 の長手方向X の中心を含み且つテープ把持部 6 の全面積の半

分以上を占める、テープ把持部中心領域である。テープ把持部 6 1 の主要部

が、 2 本の第 2 仮想直線 V 2 ，V 2 に挟まれた領域に存在 していることによ

り、テープ把持部 6 に対 して下部伸縮部 8 A を構成する複数の弾性部材

8 の収縮力を選択的に伝えることが可能となり、伸縮部 8 による作用効果

(前記ベル 卜状装着部による作用効果）がより一層効果的に奏されるように

なる。

[0035] 本実施形態のおむつ 1 は、前記 ί ) ~ ί V ) の特長を有 していることによ

り、着用時において、背側部 Α における伸縮部 8 を構成する複数の弾性部材

8 の収縮力を、テープ基部 6 0 によつて全体的に腹側部C のファスニング

テープ7 に連結することができ、更には、テープ把持部 6 1 によって下部伸

縮部 8 A に配された弾性部材 8 の収縮力を、腹側部C の吸収体 4 の延出

部 4 1 と重なるランディングテープ7 に重点的に連結 し、それによつて、吸

収体 4 の長手方向X の前後端部は、下部伸縮部 8 A 1 (シー ト材 8 0 ) 、テ

—プ基部 6 0 、テープ把持部 6 及びランディングテープ7 と共に、着用者

の胴周りにぐるりとベル 卜状に装着され、前記ベル 卜状装着部の一構成部材

となるため、身体にしっかりと固定され、着用中に吸収体 4 が排泄物を吸収

して重量が増 した場合でも、おむつ 1 がずれ落ち難いという効果が奏される

。また、特に前記 ί V ) の特長を有することにより、テープ把持部 6 1 の主



要部は、 2 本の第 2 仮想直線 V 2 ，V 2 に挟まれた領域の外方に位置する、

上部伸縮部 8 A には実質的に存在 しないため、上部伸縮部 8 A において

は、下部伸縮部 8 A から解放された伸縮力が柔軟に働き、おむつ 1 の長手

方向X の端部が身体に柔軟にフイツ卜するようになり、それによつて該端部

からの漏れが効果的に防止される。要するに、おむつ 1 の着用中において、

おむつ 1 のずれ落ちが効果的に防止されるようになると共に、背側部 A のゥ

エス 卜部 （本体 1 0 の背側部 A 側の長手方向一端 1 0 a 及びその近傍）が着

用者の肌から離れる方向にめくれるという不都合が生 じ難 くなり、ウエス ト

周りのフイツ卜性が向上する。

[0036] 本発明においては、前記ベル 卜状装着部の作用効果を前記立体ギャザー及

び/ 又は前記 レッダギャザーに波及させて両ギャザーのフィッ卜性及び漏れ

防止性を一層向上させる観点から、両ギャザーの少なくとも一方のギャザー

形成用弾性部材は、図 1 に示す如き本体 1 0 (おむつ 1 ) の平面視において

、その長手方向X の一端部が伸縮部 8 と重なっており、他端部がランデイン

グテープ7 と重なっていることが好ましい。本実施形態においては、図 1 に

示すように、立体ギャザー形成用弾性部材 5 は伸縮部 8 及びランディング

テープ7 と重なっているのに対 し、 レッダギヤザ一形成用弾性部材 5 2 は伸

縮部 8 及びランディングテープ7 と重なっていないが、該弾性部材 5 2 も伸

縮部 8 及びランディングテープ7 と重なっていても良い。伸縮部 8 及びラン

ディングテ一プ7 と重なっている立体ギヤザ一形成用弾性部材 5 は、通常

、図 3 に示すように、サイ ドシ一 卜5 等のシ一 卜材を介 して、該伸縮部 8 及

び該ランディングテープ7 と間接的に連結されている。また、伸縮部 8 及び

ランディングテープ7 と重なっているレツグギャザ一形成用弾性部材 5 2 は

、通常、裏面シ一 卜3 等のシ一 卜材を介 して、該伸縮部 8 及び該ランデイン

グテープ7 と間接的に連結されている。

[0037] このように、立体ギャザー形成用弾性部材 5 が、前記ベル ト状装着部を

構成する伸縮部 8 (背側部 A ) 及びランディングテープ7 (腹側部C ) それ

ぞれと平面視において重なっている （間接的に連結されている）ことにより



、前記立体ギャザーが該ベル ト状装着部に連動 し、該ベル ト状装着部による

作用効果 （吸収体 4 を着用者の身体に固定させる）とリンクして該立体ギヤ

ザ一を身体に一層フイツ卜させ易くなり、それによつて該立体ギヤザ一によ

る作用効果 （漏れ防止）が一層効果的に奏されるようになる。また、 レッダ

ギャザ一形成用弾性部材 5 が、伸縮部 8 及びランデイングテ一プ7 それぞ

れと平面視において重なっている （間接的に連結されている）場合には、前

記 レツグギャザーが前記ベル 卜状装着部に連動 し、該ベル 卜状装着部による

作用効果とリンクして該 レッダギヤザ一を身体に一層フィッ卜させ易くなり

、それによつて該 レッダギャザーによる作用効果 （漏れ防止）が一層効果的

に奏されるようになる。このように、前記ベル ト状装着部を基に着用時に吸

収体 4 を身体に固定 し、更に、吸収体 4 とは独立 した存在の前記立体ギヤザ

― 、前記 レッダギヤザ一を、該ベル ト状装着部を基に該身体に沿わせること

により、漏れの問題が一層生 じ難い形態とすることができる。

[0038] また、本実施形態においては、図4 に示すように、上部伸縮部 8 A 2 に配

された複数の弾性部材 8 1 のうち、長手方向X の最外方及び最内方に位置す

る弾性部材 8 , 8 それぞれと一致 して幅方向Y に延びる2 本の第 3 仮想

直線 V 3 ，V 3 を引いた場合、 2 本の第 3 仮想直線 V 3 ，V 3 の離間距離 L

3 は、 2 本の第 2 仮想直線 V 2 ，V 2 の離間距離 L 2 に比 して短い。 2 本の

第 3 仮想直線 V 3 ，V 3 のうちの長手方向X の最外方に位置するものは、最

外方第 1仮想直線 V 1 p と同一である。このように離間距離 L 3 < 離間距離

L 2 となっていることにより、前述 した作用効果 （ウエス ト周りのフィット

性及びずれ落ち防止性の向上）がより確実に奏されるようになる。離間距離

L 2 と離間距離 L 3 との比 （L 2 / L 3 ) は、好ましくは4 5 %以上 7 5 %

以下、更に好ましくは 5 0 %以上 6 5 %以下である。

[0039] また、テープ把持部 6 1 の長手方向X の長さW 2 (図4 参照）は、ランデ

イングテープ7 の長手方向X の長さW 3 (図 1参照）の 7 0 %以上、特に8

0 %以上 1 0 0 %以下であることが好ましい。テープ把持部 6 1 の長さW 2

がランディングテープ7 の長さW 3 の 7 0 %以上であると、テープ把持部 6



をランデ ィングテープ 7 に止着 した ときに該 ランデ ィングテープ 7 におけ

る該テープ把持部 6 の周辺部 に発生する折れ皺 を少な くすることが可能 と

ない、 それによつて吸収体 4 の長手方向 X の前後端部の身体 に対するフィッ

卜性が一層向上する。テープ把持部 6 の長 さW 2 は、テープ把持部 6 に

おける長手方向 X の長 さが最大の部分の、長手方向 X の長 さを意味する。本

実施形態 においては、テープ把持部 6 の長 さW 2 は、図 1 及び図 4 に示す

ように、幅方向 Y の外方 に向か って漸次減少 しているので、テープ把持部 6

1 におけるテープ基部 6 0 寄 りの部分の長手方向 X の長 さが、テープ把持部

6 1 の長 さW 2 である。 また、 ランデ ィングテープ 7 の長 さW 3 は、 ランデ

ィングテープ 7 における長手方向 X の長 さが最大の部分の、長手方向 X の長

さを意味する。

[0040] また、前述 したように、伸縮部 8 は、背側部 A の最大幅部分 A 3 に設 け ら

れているところ、最外方第 1 仮想直線 V 1 p と最内方第 1 仮想直線 V 1 q と

の離間距離 L 1 は、最大幅部分 A 3 の長手方向 X の長 さW 4 (図 4 参照）の

6 0 % 以上、特 に 7 0 % 以上 1 0 0 % 以下であること好 ま しい。 2 本の第 1

仮想直線 V , V q の離間距離 L が背側部 A の最大幅部分 A 3 の長 さ

W 4 の 6 0 % 以上であると、 ウエス ト周 りのフィッ ト性及びずれ落ち防止性

が一層向上 し、更には、背側部 A のサイ ドフラップ （吸収体 4 の幅方向 Y の

外方 に位置する部分）を、着用者の臀部か ら脚部 に沿わせてフィッ トさせ、

それに連なる股下部 B のサイ ドフラップを、着用者の腰上方 に引 き上 げて レ

ッグ周 りへのフイツ 卜性 を向上 させることが可能 とな り、結果 と して漏れを

効果的に防止することがで きる。

[0041 ] 前述 した作用効果 （ウェス 卜周 りのフィッ 卜性及びずれ落ち防止性の向上

) をよ り一層確実 に奏 させるようにする観点か ら、 おむつ 1 の各部の寸法等

は次のように設定されることが好 ま しい。

最外方第 1 仮想直線 V と最内方第 1 仮想直線 V q との離間距離 L

(図 4 参照）、即ち、伸縮部 8 において実質的に伸縮性 を有する連続 した伸

縮領域の長手方向 X の長 さは、好 ま しくは 5 O m m以上 1 0 O m m以下、更



に好ましくは 6 O m m以上 9 O m m以下である。

2 本の第 2 仮想直線 V 2 ，V 2 の離間距離 L 2 (図4 参照）、即ち、下部

伸縮部 8 A (伸縮部 8 における吸収体配置領域 A に位置する部分）にお

いて実質的に伸縮性を有する部分の長手方向X の長さは、好ましくは 2 O m

m以上 6 O m m以下、更に好ましくは3 O m m以上 4 O m m以下である。

2 本の第 3 仮想直線 V 3 ，V 3 の離間距離 L 3 (図4 参照）、即ち、上部

伸縮部 8 A 2 (伸縮部 8 における吸収体非配置領域 A 2 に位置する部分）に

おいて実質的に伸縮性を有する部分の長手方向X の長さは、好ましくは 1 0

m m以上 4 0 m m以下、更に好ましくは 2 0 m m以上 3 0 m m以下である。

[0042] テープ基部 6 0 の長手方向X の長さW 1 (図4 参照）は、好ましくは 5 0

m m以上 1 0 0 m m以下、更に好ましくは 6 0 m m以上 9 0 m m以下である

テープ把持部 6 1 の長手方向X の長さW 2 (図4 参照）は、好ましくは 2

0 m m以上 6 0 m m以下、更に好ましくは3 0 m m以上 4 0 m m以下である

ランディングテープ7 の長手方向X の長さW 3 (図 1参照）は、好ましく

は3 O m m以上 8 O m m以下、更に好ましくは4 O m m以上 6 O m m以下で

ある。

背側部 A の最大幅部分A 3 の長手方向X の長さW 4 (図4 参照）は、好ま

しくは 6 0 以上 1 2 O m m以下、更に好ましくは 7 0 以上 1 0 0 m

m以下である。

吸収体 4 の幅方向Y の長さW 5 (図4 参照）は、好ましくは 8 O m m以上

4 O m m以下、更に好ましくは 9 〇 以上 1 2 O m m以下である。

非伸縮部 8 2 の幅方向Y の長さW 6 (図4 参照）は、好ましくは 7 O m m

以上 1 2 O m m以下、更に好ましくは 9 0 m m以上 1 1 O m m以下である。

[0043] また、 2 本の第 2 仮想直線 V 2 ，V 2 の離間距離 L 2 に対するテープ把持

部 6 1 の長手方向X の長さW 2 の割合 （長さW 2 / 離間距離 L 2 ) は、好ま

しくは 7 0 %以上 1 0 0 %以下、更に好ましくは 8 0 %以上 1 0 0 %以下で



ある。

また、テープ基部 6 0 の長手方向X の長さW 1 (即ち上端部 6 O p と下端

部 6 0 q との離間距離）に対するテープ把持部 6 の長手方向X の長さW 2

の割合 （長さW 2 / 長さW 1 ) は、好ましくは4 0 %以上 7 0 %以下、更に

好ましくは 5 0 %以上 6 0 %以下である。

[0044] 長手方向X に隣接する2 本の弾性部材 8 1 ， 8 1 の間隔丁 1 (図4 参照）

は、好ましくは3 m m以上 8 m m以下、更に好ましくは4 m m以上 6 m m以

下である。伸縮部 8 (下部伸縮部 8 A 1、上部伸縮部 8 A 2 ) における複数

の間隔T 1 は、互いに同一であっても良く、互いに異なっていても良い。

伸縮部 8 を構成する弾性部材 8 の数は、好ましくは 8 本以上 3 0 本以下

、更に好ましくは 1 0 本以上 2 0 本以下であり、下部伸縮部 8 A 1 に配され

る弾性部材 8 の数は、好ましくは 5 本以上 2 0 本以下、更に好ましくは 1

0 本以上 1 5 本以下であり、上部伸縮部 8 A 2 に配される弾性部材 8 の数

は、好ましくは3 本以上 1 0 本以下、更に好ましくは4 本以上 8 本以下であ

る。

[0045] おむつ 1 における表面シ一 卜2 以外の各部の形成材料について説明すると

、表面シ一 卜2 、裏面シ一 卜3 、吸収体 4 及びサイ ドシ一 卜5 としては、そ

れぞれ、当該技術分野において従来用いられている各種のものを用いること

ができる。表面シ一 卜2 としては、液透過性を有するシ一 卜を用いることが

でき、例えば、不織布ゃ開孔フイルム等を用いることができる。裏面シ一 卜

3 としては、液不透過性で且つ透湿性を有するシ一 卜を用いることができ、

例えば、シー トを厚み方向に貫通する微細孔を備えることで透湿性を有する

樹脂フイルム、撥水不織布等の不織布、これらと他のシ一 卜とのラミネ一 卜

体等を用いることができる。吸収体 4 としては、例えば、パルプ繊維等の繊

維材料や粒子状等の各種形状の吸水性ポリマーを含む液保持性の吸収性コァ

を用いることができ、該吸収性コアは、ティッシュぺ一パ一等の紙や各種不

織布、開孔フイルム等の液透過性のコアラップシ一 卜によって外面 （肌対向

面及び非肌対向面）が被覆されていても良い。また、サイ ドシ一 卜5 として



は、撥水性の不織布や樹脂フイルム製のシ一 卜を用いることができ、裏面シ

— 卜3 と同 じものでも良い。

[0046] 伸縮部 8 を構成するシ一 卜材 8 0 としては、例えば、ポリプロピレン繊維

からなるスパンボン ド/ メル 卜プロ一/ スパンボン ド （S M S ) 等を用いる

ことができる。シ一 卜材 8 0 の坪量は、好ましくは 8 g m 2以上 2 0 g m 2

以下、更に好ましくは 1 0 9
2以上 1 5 g / m2以下である。また、伸縮部

8 を構成する弾性部材 8 としては、当該技術分野において従来用いられて

いる各種の糸状あるいはひも状の弾性部材を用いることができ、その素材と

しては、スチレン系ゴム、才レフィン系ゴム、ウレタン系ゴム、ポリエチレ

ン、スチレンブタジエン、シリコン等が挙げられる。

[0047] 本実施形態のおむつ 1 は、通常のファスニングテープを有する展開型の使

い捨ておむっと同様に使用することができる。本実施形態のおむつ 1 によれ

ば、前述 した特定の構成を有 しており、ファスニングテープ6 の配置位置が

伸縮部 8 との関係において適切であるため、着用中において、背側部 A のゥ

エス 卜部 （本体 1 0 の背側部 A 側の長手方向一端 1 0 a 及びその近傍）が着

用者の肌から離れる方向にめくれるという不都合が生 じ難 く、ウェス 卜周り

のフイツ卜性に優れ、ずれ落ち し難い。

[0048] 本発明は、前記実施形態に制限されず、本発明の趣旨を逸脱 しない範囲で

適宜変更が可能である。例えば、前記実施形態では、伸縮部 8 を構成する弾

性部材 8 の幅方向Y の両端部は、図 1 に示す如き平面視においてテープ基

部 6 0 と重なっていたが、重なっていなくても良く、テープ基部 6 0 から幅

方向Y の内方に所定距離離間 した位置に、弾性部材 8 の幅方向Y の端部が

存 していても良い。換言すれば、弾性部材 8 1 は、その全体が左右一対のテ

—プ基部 6 0 ， 6 0 に挟まれた領域内に収まるように配されていても良い。

[0049] また、伸縮部 8 は、少なくとも、表面シ一 卜2 と裏面シ一 卜3 との間に伸

長状態で配された複数の同一繊度の弾性部材 8 を含んで構成されていれば

良く、シ一 卜材 8 0 を含んでいなくても良い。その場合、表面シ一 卜2 及び

裏面シ一 卜3 における、 2 本の第 1仮想直線 V , V q の離間距離 L



( 図 4 参照）に対応する部分が、実質的に伸縮性 を有する連続 した伸縮領域

と して機能する。 また、 シ一 卜材 8 0 の枚数 は 1 枚 であ っても良い。

[0050] 前述 した本発明の実施形態 に関 し、更に以下の付記 （使 い捨ておむつ）を

開示する。

[0051 ] < >

表面シ一 卜、裏面シ一 卜及び両シ一 卜間に介在 された吸収体 を具備 し、背

側部、股下部及び腹側部 を長手方向に有する本体 を備 え、該背側部の左右両

側縁部 に一対のファスニ ングテープが設 け られている使 い捨ておむつであ つ

て、

前記背側部 は、前記吸収体の前記股下部か らの延出部が存する吸収体配置

領域 と、該延出部が存 していない吸収体非配置領域 とを前記長手方向に有 し

てお り、

前記背側部 に、前記表面シ一 卜と前記裏面シ一 卜との間に伸長状態で配 さ

れた複数の同一繊度の弾性部材 を含んで構成 された伸縮部が、前記吸収体配

置領域 と前記吸収体非配置領域 とに亘 り設 け られてお り、該伸縮部 は、該吸

収体配置領域 において下部伸縮部、該吸収体非配置領域 において上部伸縮部

をそれぞれ形成 してお り、該下部伸縮部及び該上部伸縮部 それぞれに該弾性

部材が複数配 されてお り、

前記伸縮部 を構成する複数の前記弾性部材は、繊度 4 5 0 d t e x 以下で

あ り、該弾性部材の伸縮方向を前記長手方向 と直交する前記本体の幅方向に

—致 させて該長手方向に間欠的に配 されてお り、

前記下部伸縮部 に配 された前記弾性部材は、前記吸収体の前記幅方向の外

方の一方側か ら該吸収体 を横断 して他方側 に延び且つ該吸収体 と重なる部分

に、該弾性部材の伸縮性の発現が抑制 された非伸縮部 を有 してお り、

前記上部伸縮部 は、前記下部伸縮部 に比 して伸縮力が小さ くなされてお り

前記 フ ァス ニ ン グテープは、前記本体 と接合 されるテープ基部 と、該テ一

プ基部 に連接 され該本体の幅方向外方 に延出するテープ把持部 とを含んで構



成 されてお り、該テープ把持部 は、該テープ基部 に比 して前記長手方向の長

さが短 く、

前記伸縮部 を構成する複数の前記弾性部材の うち、前記長手方向の最外方

に位置する弾性部材 と一致 して前記幅方向に延びる最外方第 1 仮想直線 を引

くと共 に、該長手方向の最内方 に位置する弾性部材 と一致 して該幅方向に延

びる最内方第 1 仮想直線 を引いた場合、

前記テープ基部の前記長手方向の外方側 に位置する上端部 は、前記最外方

第 1 仮想直線の近傍で且つそれよ りも該長手方向の内方 に位置するか、又は

該最外方第 1 仮想直線 よ りも該長手方向の外方 に位置 し、

また、前記上端部 とは反対側 に位置する前記テープ基部の下端部 は、前記

最内方第 1 仮想直線の近傍で且つそれよ りも該長手方向の外方 に位置するか

、又は該最内方第 1 仮想直線 よ りも該長手方向の内方 に位置 し、且つ

前記テープ基部の主要部 は、前記最外方第 1 仮想直線 と前記最内方第 1 仮

想直線 とに挟 まれた領域 に存在 し、

前記下部伸縮部 に配 された複数の前記弾性部材の うち、前記長手方向の最

外方及び最内方 に位置する弾性部材それぞれ と一致 して前記幅方向に延びる

2 本の第 2 仮想直線 を引いた場合、前記テープ把持部の主要部 は、 2 本の該

第 2 仮想直線 に挟 まれた領域 に存在 している使 い捨ておむつ。

< 2 >

前記上部伸縮部 に配 された複数の前記弾性部材の うち、前記長手方向の最

外方及び最内方 に位置する弾性部材それぞれ と一致 して前記幅方向に延びる

2 本の第 3 仮想直線 を引いた場合、 2 本の該第 3 仮想直線の離間距離 は、 2

本の前記第 2 仮想直線の離間距離 に比 して短い前記< 1 > 記載の使 い捨てお

むつ。

< 3 >

前記伸縮部 は、前記背側部 における前記幅方向の長 さが最大である最大幅

部分 に設 け られてお り、前記最外方第 1 仮想直線 と前記最内方第 1 仮想直線

との離間距離 は、該背側部の最大幅部分の前記長手方向の長 さの 6 0 % 以上



である前記< 1 > 又 は< 2 > 記載の使 い捨ておむつ。

< 4 >

前記腹側部の非肌対向面 に前記テープ把持部 を止着可能なランデ ィングテ

ープが設 け られてお り、該テープ把持部の前記長手方向の長 さは、該 ランデ

ィングテープの該長手方向の長 さの 7 0 % 以上である前記< 1 >~< 3 > の

何れか一項 に記載の使 い捨ておむつ。

< 5 >

前記テープ把持部の前記長手方向の長 さは、前記 ランデ ィングテープの長

手方向の長 さの好 ま しくは 8 0 % 以上 1 0 0 % 以下である前記< 4 > 記載の

使 い捨ておむつ。

< 6 >

前記 ランデ ィングテープの前記長手方向の長 さは、好 ま しくは 3 O m m以

上、更に好 ま しくは 4 O m m以上、 そ して、好 ま しくは 8 O m m以下、更に

好 ま しくは 6 0 m m以下である前記< 4 > 又 は< 5 > 記載の使 い捨ておむつ

< 7 >

前記本体の長手方向に沿 う両側部 に、一対の立体ギャザー及び一対の レッ

グギャザーが、 それぞれギャザー形成用弾性部材 を該長手方向に伸長状態で

配設することによって形成 されてお り、

前記立体ギャザー及び前記 レッグギャザーの少な くとも一方の前記ギヤザ

一形成用弾性部材は、前記本体の平面視 において、 その前記長手方向の一端

部が前記伸縮部 と重な ってお り、他端部が前記 ランデ ィングテープと重な つ

ている前記< 4 >~< 6 > の何れか一項 に記載の使 い捨ておむつ。

< 8 >

前記伸縮部 を構成する複数の前記弾性部材の繊度 は、好 ま しくは 1 5 0 d

t e x 以上、更に好 ま しくは 3 0 0 d t e X 以上、 そ して、好 ま しくは 4 5

0 d t e x 以下、更に好 ま しく4 0 0 d t e x 以下である前記< 1 >〜く，
> の何れか一項 に記載の使 い捨ておむつ。



< 9 >

前記伸縮部 は、複数の前記弾性部材 に加えて更に、前記表面シー トと前記

裏面シ一 卜との間に配 された 2 枚 のシ一 卜材 を含んで構成 されてお り、複数

の該弾性部材は、 2 枚 の該シ一 卜材間に伸長状態で挟持固定されてお り、

前記非伸縮部 は、前記下部伸縮部の弾性部材 を 2 枚 の前記シー 卜材間に挟

持するときに、該弾性部材 における平面視 において前記吸収体 と重なる部分

の少な くとも一部 を、伸縮 しないような態様で両シ一 卜材 に固定することに

よって形成 されている前記< 1 >~< 8 > の何れか一項 に記載の使 い捨てお

むつ。

< 1 0 >

前記吸収体の前記幅方向の長 さに対する前記非伸縮部の前記幅方向の長 さ

の割合は、好 ま しくは 7 0 % 以上、更に好 ま しくは 8 0 % 以上、 そ して、好

ま しくは 9 5 % 以下、更に好 ま しくは 9 0 % 以下である前記< 1 >~< 9 >

の何れか一項 に記載の使 い捨ておむつ。

< 1 >

前記下部伸縮部の伸縮力は、好 ま しくは 1 . O N 以上、更に好 ま しくは 1

. 5 N 以上、 そ して、好 ま しくは 6 . O N 以下、更に好 ま しくは 4 . O N で

あ り、前記上部伸縮部の伸縮力は、好 ま しくは 0 . 5 N 以上、更に好 ま しく

は 0 . 8 N 以上、 そ して、好 ま しくは 3 . O N 以下、更に好 ま しくは 2 . 5

N 以下である前記< 1 >~< 1 0 > の何れか一項 に記載の使 い捨ておむつ。

< 1 2 >

前記下部伸縮部の伸縮力 と前記上部伸縮部の伸縮力 との比 （下部伸縮部

上部伸縮部）は、好 ま しくは 1 . 2 以上、更に好 ま しくは 1 . 5 以上、 そ し

て、好 ま しくは 5 . 0 以下、更に好 ま しくは 3 . 0 以下である前記< 1 > ~

< 1 > 何れか一項 に記載の使 い捨ておむつ。

< 1 3 >

前記伸縮部 において実質的に伸縮性 を有する連続 した伸縮領域の前記長手

方向の長 さは、好 ま しくは 5 0 m m以上、更に好 ま しくは 6 0 m m以上、 そ



して、好 ま しくは 1 O O m m以下、更に好 ま しくは 9 O m m以下である前記

< >~< 2 > の何れか一項 に記載の使 い捨ておむつ。

< 1 4 >

前記下部伸縮部 において伸縮性 を有する部分の前記長手方向の長 さは、好

ま しくは 2 O m m以上、更に好 ま しくは 3 O m m以上、 そ して、好 ま しくは

6 O m m以下、更に好 ま しくは 4 O m m以下である前記< 1 >~< 1 3 > の

何れか一項 に記載の使 い捨ておむつ。

< 1 5 >

前記テープ基部の前記長手方向の長 さは、好 ま しくは 5 O m m以上、更に

好 ま しくは 6 0 m m以上、 そ して、好 ま しくは 1 O O m m以下、更に好 ま し

くは 9 0 m m以下である前記< 1 >~< 1 4 > の何れか一項 に記載の使 い捨

ておむつ。

< 1 6 >

前記テープ把持部の前記長手方向の長 さは、好 ま しくは 2 O m m以上、更

に好 ま しくは 3 O m m以上、 そ して、好 ま しくは 6 O m m以下、更に好 ま し

くは 4 0 m m以下である前記< 1 >~< 1 5 > の何れか一項 に記載の使 い捨

ておむつ。

< 1 7 >

前記背側部の最大幅部分の前記長手方向の長 さは、好 ま しくは 6 0 m m以

上、更に好 ま しくは 7 O m m以上、 そ して、好 ま しくは 1 2 O m m以下、更

に好 ま しくは 1 0 0 m m以下である前記< 1 >~< 1 6 > の何れか一項 に記

載の使 い捨ておむつ。

< 1 8 >

前記吸収体の前記幅方向の長 さは、好 ま しくは 8 0 m m以上、更に好 ま し

くは 9 O m m以上、 そ して、好 ま しくは 1 4 O m m以下、更に好 ま しくは 1

0 m m以下である前記< 1 >~< 1 7 > の何れか一項 に記載の使 い捨てお

むつ。

< 1 9 >



前記非伸縮部の前記幅方向の長さは、好ましくは 7 O m m以上、更に好ま

しくは 9 0 m m以上、そして、好ましくは 1 2 0 m m以下、更に好ましくは

1 0 m m以下である前記< 1 >~< 1 8 > の何れか一項に記載の使い捨て

おむつ。

[0055] < 2 0 >

前記テープ基部の前記長手方向の長さに対する前記テープ把持部の前記長

手方向の長さの割合は、好ましくは4 0 %以上、更に好ましくは 5 0 %以上

、そして、好ましくは 7 0 %以下、更に好ましくは 6 0 %以下である前記<

1 >~< 9 > の何れか一項に記載の使い捨ておむつ。

< 2 >

前記伸縮部を構成する前記弾性部材の数は、好ましくは 8 本以上、更に好

ましくは 1 0 本以上、そして、好ましくは3 0 本以下、更に好ましくは 2 0

本以下であり、前記下部伸縮部に配される前記弾性部材の数は、好ましくは

5 本以上、更に好ましくは 1 0 本以上、そして、好ましくは 2 0 本以下、更

に好ましくは 1 5 本以下であり、前記上部伸縮部に配される前記弾性部材の

数は、好ましくは3 本以上、更に好ましくは4 本以上、そして、好ましくは

0 本以下、更に好ましくは 8 本以下である前記< 1 >~< 2 0 > の何れか

—項に記載の使い捨ておむつ。

< 2 2 >

前記伸縮部を構成するシ一 卜材は、ポリプロピレン繊維からなるスパ ンボ

ン ド/ メル トプロ一/ スパンボン ド （S M S ) である前記< 1 >~< 2 1 >

の何れか一項に記載の使い捨ておむつ。

< 2 3 >

前記シ一 卜材の坪量は、好ましくは 8 g / m2以上、更に好ましくは 1 0 g

m 2以上、そして、好ましくは 2 0 g m 2以下、更に好ましくは 1 5 g m 2

以下である前記< 2 2 > 記載の使い捨ておむつ。

実施例

[0056] 以下、本発明を実施例により更に具体的に説明するが、本発明は斯かる実



施例に限定されるものではない。

[0057] 〔実施例 1〕

図 1 〜図4 に示すおむつ 1 と同様の基本構成を有する展開型の使い捨てお

むつを作製 し、これを実施例 1 のサンプルとした。各部の寸法等 （ファスニ

ングテープの配置位置等）は、下記表 1 のように設定 した。尚、伸縮部 8 の

伸縮応力を、吸収体配置領域 A に位置する下部伸縮部 8 A と吸収体非配

置領域 A に位置する上部伸縮部 8 A 2 とで異ならせる （上部伸縮部 8 A 2

< 下部伸縮部 8 A 1 なる大小関係を成立させる）ために、上部伸縮部 8 A 2

に 5 本の弾性部材 8 1 をそれぞれ伸長率が 3 0 % となるように配 し、下部伸

縮部 8 A 1 に 9 本の弾性部材 8 をそれぞれ伸長率が 5 0 % となるように配

した。表面シ一 卜としては、坪量 2 5 g / m2の液透過性のェアスル一不織布

を用いた。裏面シ一 卜及びサイ ドシ一 卜としては、それぞれ、坪量 2 0 g /

m2の液不透過性且つ透湿性のポリェチレン製樹脂フィル厶 （炭酸カルシウム

配合）を用いた。吸収体としては、フラッフパルプ 1 6 0 g / m2と吸水性ポ

リマ一 2 5 0 g / m2との均一混合物からなる総坪量 4 0 g / m2の吸収性コ

ァの外面を、坪量 2 0 g / m2の液透過性のティッシュぺ一パ一で被覆 したも

のを用いた。この吸収性コアの長手方向の全長は3 7 0 m m、幅方向の全長

(最大長さ）は 1 1 5 m mであった。伸縮部を構成する2 枚のシ一 卜材とし

ては、それぞれ、ポリプロピレン樹脂からなる坪量 1 5 g m2のS M S 不織

布を用い、また、複数の弾性部材としては、繊度 4 5 0 d t e X のポリウレ

タン製の糸状の弾性部材を用いた。シー ト材への弾性部材の固定は、ホット

メル ト型接着剤により行った。

[0058] 〔実施例 2 ~ 4 及び比較例 1 ~ 2 〕

各部の寸法等 （ファスニングテープの配置位置等）を適宜変更 した以外は

、実施例 1 と同様にして展開型の使い捨ておむつを作製 し、実施例 2 及び 3

並びに各比較例のサンプルとした。また、伸縮部を構成する弾性部材として

、繊度 3 0 d t e x のポリウレタン製の糸状の弾性部材を用いた以外は、

実施例 1 と同様にして展開型の使い捨ておむつを作製 し、実施例 4 のサンプ



ル と した。

[0059] 〔評価〕

実施例及び比較例の各サ ンプル （使い捨ておむつ）について、 フィッ ト性

、ずれ落ち防止性 を下記方法により評価 した。それ らの結果を下記表 1 に示

す。尚、表 1 中のW 1 や L 等の符合は、図中の同一符合に対応 したもので

ある。

[0060] < フィッ 卜性の評価方法>

ァク リル製のベ ビーモデルにサ ンプルを装着 した状態で、サ ンプルの外観

を目視で観察すると共に、サ ンプルを手で触 って、該モデルの肌面か らのサ

ンプルの浮 き、サ ンプルのたるみの有無を官能的に評価 し、浮 きやたるみが

存在 しない場合をA 、浮 きやたるみが若干存在するが実用上問題無い場合を

B 、浮 きやたるみが多 く存在する場合をC と した。

[0061 ] < ずれ落ち防止性の評価方法>

サ ンプルに人工尿を 2 0 0 g 注入後、 このサ ンプルをウレタン製のベ ビー

モデルに装着 し、該モデルの両足を左右に 2 0 回開閉 したときの、サ ンプル

の基準点か らのずれ落ち量を測定 し、ずれ落ちが殆 ど発生 しない場合 （ずれ

落ち量がほぼゼロの場合）をA 、ずれ落ちが若干見 られるが実用上問題無い

場合 （ずれ落ち量が 1 O m m以下の場合）を B 、ずれ落ちがはっきりと見 ら

れる場合 （ずれ落ち量が 1 O m m を超える場合）をC と した。人工尿の組成

は次の通 り。尿素 1 . 9 4 質量 0/ 0、塩化ナ トリウム 0 . 7 9 5 4 質量 0/ 0、硫

酸マグネシウム （七水和物） 0 . 1 1 0 5 8 質量％、塩化カルシウム （二水

和物） 0 . 0 6 2 0 8 質量 0/ 0、硫酸 カ リウム 0 . 1 9 7 8 8 質量 0/ 0、 ポ リ才

キシエチ レンラウ リルエーテル 0 . 0 0 3 5 質量％及びイオ ン交換水 （残量

)

[0062]



[ 表 1]

表 1 に示す通 り、実施例の使 い捨ておむつは、何れもフィッ ト性 に優れ、

ずれ落ち し難 いものであ った。 これに対 し、比較例 1 の使 い捨ておむつは、

主 と して、テープ基部の主要部が、最外方第 1 仮想直線 V 1 p と最内方第 1

仮想直線 V 1 q とに挟 まれた領域 （図 4 参照）に存在 していないため、 フィ

ッ 卜性 に劣 る結果 とな った。 また、比較例 2 の使 い捨ておむつは、主 と して

、テープ把持部の主要部が、 2 本の第 2 仮想直線 V 2 V 2 に挟 まれた領域

(図 4 参照）に存在 していないため、ずれ落ち防止性 に劣 る結果 とな った。



以上の ことか ら、使 い捨ておむつのフィッ ト性の向上 には、背側部の伸縮部

に配 された複数の弾性部材 とテープ基部の主要部 との位置関係が特 に重要で

あ り、 また、ずれ落ち防止性の向上 には、下部伸縮部 8 A 1 に配 された複数

の弾性部材 とテープ把持部の主要部 との位置関係が特 に重要であることがわ

かる。



請求の範囲

[ 請求項 1] 表面シ一 卜、裏面シ一 卜及び両シ一 卜間に介在 された吸収体 を具備

し、背側部、股下部及び腹側部 を長手方向に有する本体 を備 え、該背

側部の左右両側縁部 に一対のファスニ ングテ一プが設 け られている使

い捨ておむつであ って、

前記背側部 は、前記吸収体の前記股下部か らの延出部が存する吸収

体配置領域 と、該延出部が存 していない吸収体非配置領域 とを前記長

手方向に有 してお り、

前記背側部 に、前記表面シー 卜と前記裏面シー 卜との間に伸長状態

で配 された複数の同一繊度の弾性部材 を含んで構成 された伸縮部が、

前記吸収体配置領域 と前記吸収体非配置領域 とに亘 り設 け られてお り

、該伸縮部 は、該吸収体配置領域 において下部伸縮部、該吸収体非配

置領域 において上部伸縮部 をそれぞれ形成 してお り、該下部伸縮部及

び該上部伸縮部 それぞれに該弾性部材が複数配 されてお り、

前記伸縮部 を構成する複数の前記弾性部材は、繊度 4 5 0 d t e X

以下であ り、該弾性部材の伸縮方向を前記長手方向 と直交する前記本

体の幅方向に一致 させて該長手方向に間欠的に配 されてお り、

前記下部伸縮部 に配 された前記弾性部材は、前記吸収体の前記幅方

向の外方の一方側か ら該吸収体 を横断 して他方側 に延び且つ該吸収体

と重なる部分 に、該弾性部材の伸縮性の発現が抑制 された非伸縮部 を

有 してお り、

前記上部伸縮部 は、前記下部伸縮部 に比 して伸縮力が小さ くなされ

てお り、

前記 ファスニ ングテープは、前記本体 と接合 されるテープ基部 と、

該テープ基部 に連接 され該本体の幅方向外方 に延出するテープ把持部

とを含んで構成 されてお り、該テープ把持部 は、該テープ基部 に比 し

て前記長手方向の長 さが短 く、

前記伸縮部 を構成する複数の前記弾性部材の うち、前記長手方向の



最外方 に位置する弾性部材 と一致 して前記幅方向に延びる最外方第 1

仮想直線 を引 くと共 に、該長手方向の最内方 に位置する弾性部材 とー

致 して該幅方向に延びる最内方第 1 仮想直線 を引いた場合、

前記テープ基部の前記長手方向の外方側 に位置する上端部 は、前記

最外方第 1 仮想直線の近傍で且つそれよ りも該長手方向の内方 に位置

するか、又は該最外方第 1 仮想直線 よ りも該長手方向の外方 に位置 し

また、前記上端部 とは反対側 に位置する前記テープ基部の下端部 は

、前記最内方第 1 仮想直線の近傍で且つそれよ りも該長手方向の外方

に位置するか、又は該最内方第 1 仮想直線 よ りも該長手方向の内方 に

位置 し、且つ

前記テープ基部の主要部 は、前記最外方第 1 仮想直線 と前記最内方

第 1 仮想直線 とに挟 まれた領域 に存在 し、

前記下部伸縮部 に配 された複数の前記弾性部材の うち、前記長手方

向の最外方及び最内方 に位置する弾性部材それぞれ と一致 して前記幅

方向に延びる 2 本の第 2 仮想直線 を引いた場合、前記テープ把持部の

主要部 は、 2 本の該第 2 仮想直線 に挟 まれた領域 に存在 している使 い

捨ておむつ。

[ 請求項2] 前記上部伸縮部 に配 された複数の前記弾性部材の うち、前記長手方

向の最外方及び最内方 に位置する弾性部材それぞれ と一致 して前記幅

方向に延びる 2 本の第 3 仮想直線 を引いた場合、 2 本の該第 3 仮想直

線の離間距離 は、 2 本の前記第 2 仮想直線の離間距離 に比 して短い請

求項 1 記載の使 い捨ておむつ。

[ 請求項3] 前記伸縮部 は、前記背側部 における前記幅方向の長 さが最大である

最大幅部分 に設 け られてお り、前記最外方第 1 仮想直線 と前記最内方

第 1 仮想直線 との離間距離 は、該背側部の最大幅部分の前記長手方向

の長 さの 6 0 % 以上である請求項 1 又 は 2 記載の使 い捨ておむつ。

[ 請求項4] 前記腹側部の非肌対向面 に前記テープ把持部 を止着可能なランデ ィ



ングテ一プが設 け られてお り、該テープ把持部の前記長手方向の長 さ

は、該 ランデ ィングテープの該長手方向の長 さの 7 0 % 以上である請

求項 1 ~ 3 の何れか一項 に記載の使 い捨ておむつ。

[ 請求項 5] 前記本体の長手方向に沿 う両側部 に、一対の立体ギャザー及び一対

の レツグギャザーが、 それぞれギャザー形成用弾性部材 を該長手方向

に伸長状態で配設することによって形成 されてお り、

前記立体ギャザー及び前記 レツグギャザーの少な くとも一方の前記

ギャザー形成用弾性部材は、前記本体の平面視 において、 その前記長

手方向の一端部が前記伸縮部 と重な ってお り、他端部が前記 ランデ ィ

ングテ一プと重な っている請求項 4 記載の使 い捨ておむつ。
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